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２０２１年度（令和３年度）事 業 報 告 
２０２１年４月 １日 から 

２０２２年３月３１日 まで 

新型コロナウィルスが世界的に流行し、不動産業界も大きく影響を受ける中で、財務基

盤の安定性を確保しつつ、木造密集地域の不燃化や老朽建物の耐震化など、災害に強く環

境に配慮した快適なまちづくりを推進するため、地域に寄り添い、市街地再開発事業、防

災街区整備事業、公民連携事業・マンション建替事業等の建設譲渡事業等のほか、融資保

証事業や不動産アセット事業等を、引き続き着実に実施した。 
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Ⅰ 事業の実施状況について 

１ 市街地再開発事業・防災街区整備事業 

都市の再開発を推進し、市街地における土地の合理的・高度利用と都市機能更新を 

  図るため、「都市再開発法」による市街地再開発事業、及び「密集市街地における防災 

  街区の整備の促進に関する法律」による防災街区整備事業について、市街地再開発組合・ 

  防災街区整備組合の組合運営業務、権利の調整及び事業協力を実施した。また、公共団体か

らまちづくりに関する調査業務を受託した。 

主要な事業は次のとおり 

◎2021 年度に大きな進捗があった地区／〇2020 年度以前に大きな進捗があった地区

（1） 市街地再開発事業

事業地区 公社の役割 進捗到達状況（2021 年度末） 

準備 

組合 

設立 

都市 

計画 

決定 

組合 

設立 

権利 

変換 

計画 

着 

工 

竣 

工 

引 

渡 

戸越五丁目１９番地区 参加組合員 〇 〇 〇 〇 ◎ 

蕨駅西口地区 〇 〇 〇 

月島三丁目北地区 〇 〇 〇 ◎ 

三田小山町西地区 〇 〇 〇 

立石駅北口地区 参加組合員 

事務局 

〇 〇 ◎ 

新小岩駅南口地区 事業協力者 

事務局 

〇 ◎ 

大島三丁目１番地地区 〇 

京急蒲田センターエリア地区 〇 

三軒茶屋二丁目地区 〇 

西新宿三丁目地区 〇 〇 

吉祥寺南口駅前地区 〇 

（2） 防災街区整備事業

事業地区 公社の役割 進捗到達状況（2021 年度末） 

準備 

組合 

設立 

都市 

計画 

決定 

組合 

設立 

権利 

変換 

計画 

着 

工 

竣 

工 

引 

渡 

志茂三丁目９番地区 参加組合員 

事務局 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

上十条一丁目４番地区 〇 〇 〇 〇 ◎ 

原町一丁目７番・８番地区 〇 〇 〇 ◎ 

東中延一丁目１番地区 事業協力者 

事務局 

◎ ◎ 

東向島二丁目地区 事業協力者 〇 ◎ 
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（3） 区からの受託調査業務

・東長崎駅北口周辺地区

・原町一丁目９番・１０番地区

２ 建設譲渡事業等 

火災や地震に強い安全なまちづくり、良好な居住環境の確保を図り、公有地等の有効活用・

建物等の共同化による都市居住の再生を推進するため、 公共団体等と連携した公民連携事

業、共同建替事業、マンション建替事業（団地建替）、分譲住宅譲渡事業、高齢者施設建設事

業、及び保育所建設事業等の建設譲渡事業等を実施した。 

主要な事業は次のとおり 

（1） 公民連携事業

・江東区公営住宅建替・集約：移転完了（２団地）

（2） マンション建替事業（団地建替）

・習志野台団地１１街区地区：組合設立、権利変換認可

（3） 分譲住宅譲渡事業

・綱島東一丁目：竣工

（4） 高齢者施設建設事業

・浜田山二丁目：工事中

・荻窪二丁目：着工

（5） 保育所建設事業

・阿佐谷南一丁目：着工・竣工・売却
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３ 公社共同事業 

住宅金融支援機構や民間金融機関の融資を活用し、老朽化建築物の建替促進を進め、地域

のまちづくりに寄与すべく、良質な賃貸住宅等を建設し、譲渡した。 

２０２１年度は、２件・４０戸・７億３百万円の竣工となった。 

４ 融資保証事業 

良質な賃貸住宅等を供給する住宅金融支援機構や民間金融機関の融資にかかる債務の保証

を引受ける保証機関として、２０２１年度は４８件・６２４戸・１２４億４４百万円の保証契

約を締結した。また、３件・２億５４百万円の代位弁済を実施した。 

つなぎ融資制度は、２０２１年度の契約実績は１２件・５５億６９百万円、２０２２年３

月末現在の残高は３９億８８百万円となった。 

５ 不動産アセット事業 

財務基盤の安定性を確保するため、適切な不動産ポートフォリオの構築を目指し、２０２

１年度は「ウエルカーサ下落合」・「フロントタワー１３０８号室」を売却するとともに、「ク

ルーセ小滝橋」・「ウエルカーサ東中野」の２棟を取得した。

この結果、年度末時点で所有する不動産は賃貸住宅１，１２１戸（学生マンション１１７

戸含む）・非住宅１，９６０坪（商業９１４坪／事務所３１０坪／保育所４６４坪／郵便局６

７坪／医療モール１７０坪／その他３５坪）となっている。 

これらの不動産についてリーシングや入居者管理などの運営管理を適切に行い、年間平均

稼働率について、住宅９６．３％・非住宅１００％を確保した。 

６ リフォーム・リノベーション事業 

住宅等ストックの再生・活用を図るため、既往顧客への建物耐震診断、劣化診断等のアフ

ターサービス業務を実施した結果、賃貸住宅等のリフォーム工事、設計等を受託し、完工（４

件／７２百万円）した。 
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７ まちづくり調査支援事業 

木造住宅密集市街地の共同建替え、中心市街地の再開発、老朽マンション建替え、団地の

再生などについての初動期における様々な課題の解決に寄与するため、地元行政や地元住民

などからの要請に基づき、まちづくり調査の支援を１０件（継続５件／新規５件）実施した。 

８ まちづくり相談事業 

まちづくり等に関する相談業務を実施した。 
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Ⅱ 業務の適正を確保するための体制整備について 

１ 体制の整備状況 

業務の適正を確保するための体制整備のため、法令に基づき「内部統制基本方針 

（平成２６年３月１８日理事会議決、平成２７年１２月１５日（一部改正）理事会

議決）」を整備しており、その体制は次のとおりである。 

① 役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

② 役職員の職務の執行に係る情報等の保存及び管理に関する体制

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

④ 役職員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

⑤ 監事の職務を補助すべき職員に関する事項及び当該職員の理事からの独立性に

関する事項

⑥ 監事のその職務を補助すべき職員に対する指示の実効性の確保に関する事項

⑦ 役職員が監事に報告するための体制その他の監事への報告に関する体制

⑧ 監事に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制

⑨ 監事の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

⑩ その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

２ 体制の運用状況 

（１） 定款及び理事職務執行規程に基づく理事の職務執行状況報告

第１回 ２０２１年６月４日実施 

第２回 ２０２１年１２月８日実施 

（２） 常勤役員会の開催

常勤役員で構成する常勤役員会を原則として毎週定期的に開催した。 

以上 
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事業報告の付属明細書vol.01（2021年度末時点）

○ 市街地再開発事業

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

○ 防災街区整備事業

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

*上記「事業期間」の開始は公社が正式に事業参画した年

２０名

１１階

約５，０００㎡

住宅（約９０戸）

共同建替事業、
重点不燃化促進区域

（墨田区）

事業の特色
戸越公園駅連続立体交差事業
不燃化特区（戸越2.4.5.6地区）

特定整備路線補助２９号線整備

蕨の玄関口の再生と魅力づくり
にぎわいの創出

商業保留床の取得

複合市街地としての調和と
防災性の向上

京成押上線連続立体交差事業
と連携し、駅前広場と一体化した

木造密集地域および駅前
商店街の整備

都心部における
木造密集地域の

大規模整備

事業の特色
交通広場との一体整備と
既存商店街と調和した

複合開発

駅前の広場空間の整備と
居住・商業・業務機能

の複合開発

駅前商店街の再整備と
組合わせた総合開発

小規模店舗群からなる
駅前の木造密集地域と
周辺の防災性向上、

にぎわい創出両面からの再生

新宿副都心エリアの
南西に位置する

大規模プロジェクト

事業の特色
吉祥寺駅南口交通広場との

一体整備

共同建替事業
（事業コーディネート・

参加組合員・
組合運営）、
不燃化特区
（志茂地区）

共同建替事業
（組合運営・事業コーディネート・

参加組合員）、不燃化特区
（十条駅周辺地区）、

補助８５号線整備

東急目黒線西小山駅前の
共同建替事業

（事業コンサル・参加組合員
事務局）、不燃化特区

（原町一丁目、洗足一丁目地区）

共同建替事業
不燃化特区

（東中延一丁目、
中延二・三丁目地区）

事業の特色

１５名

１３階

約３，７００㎡

住宅（約６０戸）

原町一丁目７番・８番地区

目黒区原町

2017年～2024年（予定）

３９名

９階

約９，７００㎡

住宅（約１１０戸）

上十条一丁目４番地区

北区上十条

2018年～2023年（予定）

２７名

１３階

約３，９００㎡

住宅（約６９戸）

５８名

３０階

約３０，０００㎡

住宅（約１８０戸）
商業・業務

約６５０㎡

住宅（約１２戸）

東中延一丁目1番地区

品川区東中延一丁目

2021年～2025年（予定）

東向島二丁目地区

墨田区東向島二丁目

2021年～2026年（予定）

３階

１３名

２０１７年～２０２１年

吉祥寺南口駅前地区

武蔵野市吉祥寺南町

2012年～2032年（予定）

北区志茂

志茂三丁目９番地区

2006年～2029年（予定）

１７６名

約１２０，３００㎡

住宅（約４１５戸）
公共公益、商業、業務

４２階

約１４１，４００㎡

住宅（約７４０戸）
店舗・業務・生活・文化

2014年～2031年（予定）

2013年～2026年（予定）

１７１名

５８階・６階・７階

約１４９，６３０㎡

１９階

立石駅北口地区

葛飾区立石

2008年～2028年（予定）

１０５名

３５階・１３階

新小岩駅南口地区

三田小山町西地区

港区三田

４４階・２９階・１６階

京急蒲田ｾﾝﾀｰｴﾘｱ北地区

約１８１，１３０㎡

住宅（約１４５４戸）
店舗・事務所

住宅（約１３４１戸）
店舗・公益施設

西新宿三丁目西地区

戸越五丁目１９番地区

品川区戸越

2018年～2024年（予定）

２１名

２３階

約２１，７００㎡

住宅（約２２０戸）
店舗

月島三丁目北地区

中央区月島

江東区大島

2019年～2029年（予定）

４５名

４２階

蕨駅西口地区

埼玉県蕨市中央

2018年～2025年（予定）

１９名

２９階・２６階

約５４，８８０㎡

６５階（２棟）・１０階・９階

約３８４，７００㎡

住宅（約３２００戸）
商業等

新宿区西新宿

2012年～2032年（予定）

５４４名

約７８，０００㎡

三軒茶屋二丁目地区

住宅（約６００戸）
区庁舎・店舗・公益施設

世田谷区三軒茶屋

住宅（約５５０戸）
商業、事務所

住宅（約400戸）
店舗

大島三丁目１番地地区

大田区蒲田四丁目葛飾区新小岩

2020年～2030年（予定）

８４名

１２階・３９階

１１３名

住宅（約７５０戸）
商業・都税事務所等

2019年～2029年（予定）

５２名

約４８，０００㎡約６１，９0０㎡
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事業報告の付属明細書vol.02（2021年度末時点）

○ 建設譲渡事業等

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

事 業 地 区

所 在 地

事 業 期 間

関 係 権 利 者

規 模

建 物 延 面 積

建 物 用 途

*上記「事業期間」の開始は公社が正式に事業参画した年

事業の特色

事業の特色

事業の特色
介護保険付き

有料老人ホームの
建設譲渡事業

認可保育所の建設事業
介護保険付き

有料老人ホームの
建設事業

事業の特色
女性向けマンションの

建設譲渡事業
ＵＲ団地６棟の建替え事業

区営住宅９棟の
入居者移転支援業務を含む

建替・集約事業

１７８０㎡ ５４０㎡ ２０４９㎡

有料老人ホーム（３５室） 保育所（８５人） 有料老人ホーム（４６室）

- ー -

３階／地下１階 ２階 ３階／地下１階

杉並区浜田山2-11-7 杉並区阿佐谷南1-19-13 杉並区荻窪2-42-15

2020年～2022年（予定） ２０２１年～２０２２年 2022年～2023年（予定）

浜田山二丁目 阿佐谷南一丁目 荻窪二丁目

住宅（４１戸） 住宅（３５０戸） 区営住宅

７階 ７階 ６階～１０階

１，７９５㎡ ２６，３７６㎡ ３，８００㎡～５，４００㎡

2018年～2022年（予定） 2017年～2024年（予定） 2020年～2029年（予定）

－ ２１０名 -

綱島東一丁目 習志野台団地11街区地区 江東区公営住宅建替・集約

横浜市港北区綱島東一丁目 船橋市習志野台三丁目 江東区内
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2021年度（令和3年度）　　計算書類
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（単位：円）

当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部　　

1. 流動資産

現金及び預金 4,325,459,063 3,060,877,987 1,264,581,076

有価証券 1,200,098,252 1,200,040,388 57,864

未成工事支出金 0 1,276,000 △ 1,276,000

売掛金 0 313,200,000 △ 313,200,000

１年内回収予定割賦販売元金 1,452,226,624 1,585,004,459 △ 132,777,835

破産・更生債権等 347,502,806 534,583,420 △ 187,080,614

販売用不動産 606,936,551 0 606,936,551

販売用不動産前払金 5,328,143,074 2,704,752,173 2,623,390,901

貸付金 3,987,710,000 4,806,240,000 △ 818,530,000

貯蔵品 6,054,340 4,744,514 1,309,826

前払金 31,853,236 26,447,109 5,406,127

前払費用 77,539,227 76,414,092 1,125,135

立替金 573,553,851 594,417,209 △ 20,863,358

未収金 125,233,398 157,991,266 △ 32,757,868

未収還付消費税等 0 25,878,400 △ 25,878,400

未収収益 45,609,457 48,502,324 △ 2,892,867

仮払金 139,929,561 20,228,008 119,701,553

貸倒引当金 △ 126,052,800 △ 281,517,909 155,465,109

流動資産合計 18,121,796,640 14,879,079,440 3,242,717,200

2. 固定資産

(1) 基本財産

基本財産定期預金 1,350,000 1,350,000 0

基本財産合計 1,350,000 1,350,000 0

(２) その他固定資産

建物 15,843,588,570 16,089,208,113 △ 245,619,543

土地 15,033,718,074 14,304,589,359 729,128,715

賃貸用不動産前払金 1,101,463,954 932,679,051 168,784,903

定期借地権 1,670,876,820 1,725,170,199 △ 54,293,379

備品 194,794,146 215,046,394 △ 20,252,248

ソフトウェア 41,890,178 54,499,626 △ 12,609,448

割賦販売元金 29,858,009,753 32,724,551,282 △ 2,866,541,529

破産・更生債権等 303,603,254 356,713,413 △ 53,110,159

投資有価証券 6,912,000 6,912,000 0

企業年金積立金 781,078,900 800,918,827 △ 19,839,927

出資金 1,000,000 1,000,000 0

預託金 1,000,000 1,000,000 0

子会社株式 10,000,000 10,000,000 0

厚生貸付金 8,531,124 12,086,968 △ 3,555,844

長期前払費用 197,465,613 200,605,890 △ 3,140,277

差入瑕疵担保保証金 280,000,000 280,000,000 0

差入敷金 89,104,298 88,106,168 998,130

差入営業保証金 10,000,000 10,000,000 0

長期未収金 186,998,995 196,641,691 △ 9,642,696

繰延税金資産 132,046,836 250,466,533 △ 118,419,697

保証債務見返 191,136,204,301 194,335,023,210 △ 3,198,818,909

貸倒引当金 △ 193,672,271 △ 280,340,837 86,668,566

その他固定資産合計 256,694,614,545 262,314,877,887 △ 5,620,263,342

固定資産合計 256,695,964,545 262,316,227,887 △ 5,620,263,342

資産の部合計 274,817,761,185 277,195,307,327 △ 2,377,546,142

貸　借　対　照　表

2022 年（令和 4 年） 3 月 31 日現在

科   目
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（単位：円）

当年度 前年度 増　減

貸　借　対　照　表

2022 年（令和 4 年） 3 月 31 日現在

科   目

Ⅱ　負債の部　　

1. 流動負債

短期借入金 2,820,000,000 380,000,000 2,440,000,000

１年内返済予定長期借入金 2,833,839,864 1,994,474,252 839,365,612

1年内返済予定長期未払金 13,816,094 32,486,255 △ 18,670,161

販売不動産未払金 175,091,800 74,068,500 101,023,300

その他未払金 75,259,453 101,805,918 △ 26,546,465

未払返還保証料 16,277,976 10,944,739 5,333,237

未払消費税等 5,852,200 0 5,852,200

未払法人税等 51,724,600 190,000 51,534,600

未払費用 23,585,802 26,329,934 △ 2,744,132

前受収益 81,067,747 66,949,767 14,117,980

未成工事受入金 0 1,421,200 △ 1,421,200

前受金 52,257,794 44,431,165 7,826,629

前受保証料 146,899,958 199,100,468 △ 52,200,510

預り金 31,727,934 137,512,590 △ 105,784,656

預り保証料 39,149,040 85,313,750 △ 46,164,710

賞与引当金 66,173,075 64,419,026 1,754,049

流動負債合計 6,432,723,337 3,219,447,564 3,213,275,773

2. 固定負債

長期借入金 37,678,769,299 40,687,794,304 △ 3,009,025,005

長期前受保証料 2,996,995,137 2,962,335,985 34,659,152

退職給付引当金 819,637,591 810,391,599 9,245,992

役員退職慰労引当金 56,070,450 48,436,100 7,634,350

割賦債権回収費用引当金 169,288,205 203,979,481 △ 34,691,276

債務保証損失引当金 915,463,497 1,033,892,195 △ 118,428,698

補償損失引当金 6,322,074 5,680,736 641,338

長期未払金 0 13,816,094 △ 13,816,094

受入保証金 6,000,000 60,000,000 △ 54,000,000

受入敷金 501,756,245 401,309,646 100,446,599

資産除去債務 358,348,876 350,363,637 7,985,239

保証債務 191,136,204,301 194,335,023,210 △ 3,198,818,909

固定負債合計 234,644,855,675 240,913,022,987 △ 6,268,167,312

負債の部合計 241,077,579,012 244,132,470,551 △ 3,054,891,539

Ⅲ　正味財産の部　　

1. 指定正味財産

受取補助金等 1,350,000 1,350,000 0

指定正味財産合計 1,350,000 1,350,000 0

(うち基本財産への充当額) (1,350,000) (1,350,000) 0

2. 一般正味財産 33,738,832,173 33,061,486,776 677,345,397

正味財産の部合計 33,740,182,173 33,062,836,776 677,345,397

274,817,761,185 277,195,307,327 △ 2,377,546,142負債及び正味財産合計
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(単位:円)

科　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1.経常増減の部

(1)経常収益

1基本財産運用益 94 94 0

2事業収益 7,188,992,627 7,444,325,993 △ 255,333,366

3受取補助金 22,230,000 21,960,000 270,000

4その他経常収益

貸倒引当金戻入益 296,847,999 25,571,422 271,276,577

債務保証損失引当金戻入益 298,482,368 187,717,948 110,764,420

割賦債権回収費用引当金戻入益 30,191,968 16,801,585 13,390,383

補償損失引当金戻入益 24,652 1,739,977 △ 1,715,325

預金利息 50,131 73,211 △ 23,080

有価証券利息 277,370 146,781 130,589

年金配当金 11,069,763 4,754,060 6,315,703

受取利息 4,061,770 4,787,356 △ 725,586

償却済債権取立益 1,581,967 2,722,800 △ 1,140,833

受取繰上違約金 2,522,809 138,674 2,384,135

延滞損害金 4,249,641 0 4,249,641

 経常収益合計 7,860,583,159 7,710,739,901 149,843,258

(2)経常費用

1事業費

売上原価 3,008,243,884 2,336,569,573 671,674,311

給与手当 407,959,180 401,738,130 6,221,050

賞与引当金繰入額 47,144,539 47,858,176 △ 713,637

役員退職慰労引当金繰入額 16,504,601 13,363,058 3,141,543

退職給付費用 31,900,267 30,367,974 1,532,293

減価償却費 548,417,529 533,954,022 14,463,507

業務委託費 239,349,741 235,509,874 3,839,867

定期借地権償却 54,293,379 54,293,379 0

支払利息 848,758,318 926,092,879 △ 77,334,561

利息費用 7,985,239 7,807,290 177,949

貸倒損失 114,093 8,384,514 △ 8,270,421

貸倒引当金繰入額 49,542,025 185,538,313 △ 135,996,288

債務保証損失引当金繰入額 214,124,331 360,660,957 △ 146,536,626

補償損失引当金繰入額 665,990 0 665,990

その他事業費 1,183,431,993 1,237,300,603 △ 53,868,610

 2管理費

給与手当 126,198,553 125,370,183 828,370

賞与引当金繰入額 15,998,933 13,403,114 2,595,819

役員退職慰労引当金繰入額 3,550,902 3,158,008 392,894

退職給付費用 10,852,393 12,853,358 △ 2,000,965

減価償却費 54,758,185 42,697,140 12,061,045

その他管理費 212,974,736 208,708,856 4,265,880

 経常費用合計 7,082,768,811 6,785,629,401 297,139,410

 評価損益等調整前当期経常増減額 777,814,348 925,110,500 △ 147,296,152

 投資有価証券評価損益等 0 0 0

 評価損益等計 0 0 0

 当期経常増減額 777,814,348 925,110,500 △ 147,296,152

2021年4月1日から2022年3月31日まで

正味財産増減計算書
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(単位:円)

科　目 当年度 前年度 増　減

2021年4月1日から2022年3月31日まで

正味財産増減計算書

2.経常外増減の部

(1)経常外収益

その他経常外収益 76,721,305 3,554,420 73,166,885

 経常外収益合計 76,721,305 3,554,420 73,166,885

(2)経常外費用

固定資産除却損 0 3,162,745 △ 3,162,745

その他経常外費用 6,963,355 4,035,257 2,928,098

 経常外費用合計 6,963,355 7,198,002 △ 234,647

 当期経常外増減額 69,757,950 △ 3,643,582 73,401,532

 税引前当期一般正味財産増減額 847,572,298 921,466,918 △ 73,894,620

 法人税、住民税及び事業税 51,807,204 7,975,532 43,831,672

　　法人税等調整額 118,419,697 6,778,693 111,641,004

　　法人税等合計 170,226,901 14,754,225 155,472,676

 当期一般正味財産増減額 677,345,397 906,712,693 △ 229,367,296

 一般正味財産期首残高 33,061,486,776 32,154,774,083 906,712,693

　　一般正味財産期末残高 33,738,832,173 33,061,486,776 677,345,397

Ⅱ 指定正味財産増減の部

 当期指定正味財産増加額 0 0 0

 指定正味財産期首残高 1,350,000 1,350,000 0

　　指定正味財産期末残高 1,350,000 1,350,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 33,740,182,173 33,062,836,776 677,345,397
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（６）消費税等の会計処理
税抜方式を採用している。なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費

税額等は、長期前払費用に計上の上5年間で均等償却している。

⑥割賦債権回収費用引当金

将来の割賦債権回収費用の発生に備えるため、将来の各年度の割賦債権回収予想額について、
過年度の平均回収費用実績率を乗じたものを現在価値に割り引いた額の合計額を計上している。

（４）引当金の計上基準

中高層建築物譲渡事業等の売上債権等及び保証事業の求償権の貸倒れによる損失に備えるた
め、正常債権、3ケ月から6ケ月未満の延滞債権、条件緩和債権、貸倒懸念債権毎に貸倒実績率等
に基づき、破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい
る。

②賞与引当金
賞与の支払に備えるため、支払見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

③退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上してい

①貸倒引当金

④債務保証損失引当金
保証債務に係る損失に備えるため、保証先原債権の信用状況に鑑み、正常債権、3ケ月から6ケ月

未満の延滞債権、条件緩和債権、貸倒懸念債権毎に貸倒実績率等に基づき、破産更生債権等に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

⑤役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

⑦補償損失引当金
中高層建築物譲渡事業等における瑕疵担保責任の履行に備えるため、当該履行に伴う補償費用

の実績率に基づき、必要額を計上している。
（５）リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引は、通常の売買処理に準じた会計処理によっている。

財務諸表に対する注記

１、重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券については、償却原価法（定額法）を採用している。

定額法を採用している。但し、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（5年
間)に基づく定額法による。
③リース資産
ⅰ所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

その他目的有価証券のうち、市場価格のない株式等については移動平均法による原価法を、市場
価格のない株式等以外のものについては決算日の市場価格等に基づく時価法を採用している。
　子会社株式については、移動平均法による原価法を採用している。

      自己所有の固定資産に適用する減価償却法と同一の方法を採用している。
    ⅱ所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用している。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
個別法に基づく低価法を採用している。

（３）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用している。

②無形固定資産(リース資産を除く)
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（２）金融商品の内容及びリスク

40,888,191,544 8,103,323,756 0

リース資産 0 0 0 0
ソフトウェア 166,716,486 124,826,308 0 41,890,178

投資有価証券は、金銭信託等であり、証券発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされ
ている。

（３）金融商品のリスクに係る管理体制

６、金融商品に関する注記

(内負債に対応す
る額)

　定期預金 1,350,000 (1,350,000) (0)
基本財産

４、担保に供している資産

(単位：円）

種類 期末帳簿価額 担保の種類 内容 期末残高

建物 9,912,168,480 抵当権

割賦販売元金(1年内回収予定分
も含む)及び破産更生債権 177,630,111 譲渡担保 短期借入金 2,820,000,000

３、基本財産の財源等の内訳　　　　 (単位：円）

土地 6,317,901,850 抵当権
定期借地権 1,670,876,820 抵当権

担保に供している資産 担保権設定の原因となっている債務

(0)
合　　　　計 1,350,000 (1,350,000) (0) (0)

科目 当期末残高
(内指定正味財産

からの充当額)
(内一般正味財産

からの充当額)

２、基本財産の増減額及びその残高 (単位：円）
当期末残高

1,350,000
1,350,0001,350,000

当期増加額 当期減少額

0 0
0 0

科目

  定期預金
合　　　　計

前期末残高

1,350,000
基本財産

当社は、リスク管理に関する社内規定に基づき、金融債務に係る将来の金利リスクを効果的に回避
する目的で、金利スワップ取引を行うこととしており、投機目的の取引は行わない方針である。

（７）ヘッジ会計の処理方法
①ヘッジ会計の方法
特例処理の条件を満たしている金利スワップについて特例処理を採用している。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段－金利スワップ取引、ヘッジ対象－借入金利息
③ヘッジ方針

1年内定期預金 100,000,000 質権
長期借入金(1年内返済予定
分も含む) 10,486,718,257

建    物 22,421,727,398 6,578,138,828 0 15,843,588,570

開発不動産前払金※ 3,136,578,278 譲渡担保
長期未払金(1年内返済予定
分も含む) 13,816,094

※当該「前払金」が元となり将来発生する売買代金債権を担保に供している。

土　　地 15,033,718,074 0 0 15,033,718,074

(単位：円）

科目 取得価額 減価償却累計額 期末残高減損累計額
５、固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

①金融商品の取引は、当社のリスク管理に関する社内規定等に基づき行い、信用リスク・変動リスク
を回避すべく、短期間での預入及びその他目的有価証券による運用としてる。

開発不動産前払金 620,000,000 抵当権

32,784,867,788

②デリバティブ取引については、金融債務に係る将来の金利リスクを効果的に回避する目的で、金
利スワップ取引等を行っており、投機目的の取引は行わない方針である。

定期借地権 2,856,728,776 1,185,851,956 0 1,670,876,820
備　　品 409,300,810 214,506,664 0 194,794,146

（１）金融商品に対する取組方針
①資金運用については、預金及びリスクの少ない債券投資に限定している。

       合計
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繰延税金資産小計 440,053,970
評価性引当額 △ 308,007,134

繰延税金資産合計 132,046,836

当期末帳簿価額 時価

賞与引当金 17,563,783
役員退職慰労引当金 15,883,047
補償損失引当金 2,186,759
一括償却資産償却超過 37,287

項目 当期末
定期借地権

権変資産売却益 30,346,948

議決権の割合

権変資産売却損 △ 5,186,927

名称 ㈱首都圏健康福祉公社

15,298,768

種類 子会社
９、関連当事者との取引

ｼﾞﾑ運営事業・介護保険法関連事業
100％（子会社）
代表取締役（当社理事）
業務委託
ｼﾞﾑ運営管理事務、ｼﾞﾑ経営指導

関係内容 役員の兼務等
事実上の関係

期末残高（単位：円）

15,386,768合　　　計 15,298,768 15,386,768

東京都都民住宅家賃減額補助金 東京都 0 31,000 0 31,000 未収金

中野区高齢者向優良賃貸住宅家
賃減額費補助金 中野区 9,600,000 9,600,000 9,600,000 9,600,000 未収金

台東区立忍岡住宅廃止に伴う入
居者家賃補助金 台東区 1,578,768 1,578,768 1,578,768 1,578,768 未収金

退職給付引当金
未払事業税等 4,689,992

資産除去債務費用

10、税効果会計

取引の内容
324,000

事業の内容

取引の種類別の取引金額
（単位：円）

169,017,102

20,400,000

38,458,919

108,501,523
割賦債権回収費用引当金 58,555,537

東京都港区芝浦3-9-1
29,132,757

未収金
未払金

11,840,710
11,001,237

（収益）賃貸料
（費用）運営管理料

（注２）当期末の時価は、収益還元法に基づいて自社で合理的に算定した金額に基づいている。

当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上
の記載区分

未収金

補助金等の名称 交付者 前期末残高

豊島区高齢者向優良賃貸住宅供
給助成事業補助金 豊島区 4,120,000 4,177,000 4,120,000 4,177,000

東京都、神奈川県において、賃貸用マンション（建物･土地または定期借地権）を有している。

（注１）帳簿価額は取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

賃貸等不動産 31,995,311,073 42,177,647,084

所在地
資産総額（単位：円）

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項 (単位：円）

８、補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 (単位：円）

（１）繰延税金資産の発生原因別の主な内訳 （単位:円）

③市場リスクの管理は、関係する市場動向を把握し、迅速的確な対応を可能としている。

７、賃貸等不動産に関する注記

②信用リスクの管理は、債券発行体を国・地方公共団体等の高格付の先に限定している。
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事業内容 当社役職員の福利厚生
関係内容（役員の兼務等） 会長（当社理事）
取引内容 株式の譲受
取引金額（単位：千円） 14,900

12、重要な後発事象
2022年4月1日に首都圏不燃建築公社共済会より首都圏建物管理株式会社の株式29,800株（発行総株
数：60,000株）を14,900千円で取得した（株式の評価額：1,203,980千円）。

首都圏不燃建築公社共済会の内容
名称 首都圏不燃建築公社共済会
所在地 東京都港区新橋3-16-2
次期繰越金（単位：千円） 18,056

342,078,156 505,494,142
合計収益事業
847,572,298

（２）法人税法上の非収益事業と収益事業の区分 (単位：円）

法人税、住民税及び事業税（C） － 51,807,204
(A)＋(B) 342,078,156 505,494,142

その他 -0.22%

永久差異損金算入限度額(B1) －

永久に益金に算入されない項目 -0.02%
住民税均等割額 0.04%

項　　　目 率

法人税等調整額（D）

0

評価性引当額の増減額 -1.22%

0.51%

51,807,204
847,572,298

0

－ 118,419,697 118,419,697

非収益事業項　　　　　目
税引前当期一般正味財産増減額（A）

11、賃貸用不動産から販売用不動産への保有目的の変更
当年度において保有不動産の使途変更が生じたのを契機に保有不動産の保有目的の変更を行った結
果、「建物」から「販売用不動産」へ371百万円、「土地」から「販売用不動産」へ329百万円を振替えてい
る。

677,345,397

小計(B)＝(B１)＋(B2) －

0
その他(B2) － 0

0 0

(C)＋(D) － 170,226,901

法定実効税率 34.59%

（３）法人税法上の収益事業に係る法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の
原因となった主な項目別の内訳

当期一般正味財産増減額(A)－(C)－(D) 342,078,156 335,267,241
170,226,901

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.68%

永久に損金に算入されない項目

関係内容（役員の兼務等） 取締役（当社理事・部長）

首都圏建物管理株式会社の内容
名称 首都圏建物管理株式会社
所在地 東京都新宿区水道町3-1
資産総額（単位：千円） 1,422,267
事業内容 不動産賃貸・管理
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